
１．競争入札に付する事項
（１） 件　　名 神戸大学楠団地他設備維持保全業務
（２） 業務期間 令和７年４月１日から令和１０年３月３１日まで
（３） 業務場所 神戸市中央区楠町７丁目５－１、２（楠団地構内）

神戸市兵庫区荒田町２丁目１－５（荒田団地構内）
神戸市中央区港島南町１丁目５－１（ポートアイランド２団地構内）

（４） 業務内容 設備維持保全業務

２．競争に参加する者に必要な資格
（１）

（２）

（３）

（４） 保全業務特記仕様書等に掲げる基準及び人数を満たす業務従事者を当該業務に配置できること。
（５） その他契約規程第５条の規定に基づき、契約担当役が定める資格を有する者であること。
（６） 契約担当役から取引停止の措置を受けている期間中の者でないこと。

３．入札説明並びに契約条項を示す方法及び日時

受付期間

４．競争入札執行の場所及び日時
場　　所 神戸大学医学部管理棟５階入札室
日　　時 令和７年１月２９日　１０時００分

５．入札方法

６．価格交渉落札方式による契約について
　本契約は、国立大学法人神戸大学価格交渉落札方式による契約に関する取扱要項に従って契約するものとする。

７．入札保証金及び契約保証金

８．入札の無効

９．契約書の作成
　競争入札の結果、落札者が決定したときは、当該落札者は契約書を作成するものとする。

１０．異議の申立て
　入札者は、入札後本公告、仕様書、契約書案について、異議の申立てをすることができない。

１１．その他
（１） 郵便、電信による入札は認めない。
（２） 代理入札の場合は委任状を提出すること。この場合代理人名をもって入札すること。
（３） 入札は本学所定の用紙をもって行う。
（４） 仕様書等関係書類の交付を受け、かつ、競争参加資格の確認を受けていない者は、入札に参加することができない。
（５） その他細部については、神戸大学医学部事務部施設管理課施設企画係に問い合わせること。

電　　話：０７８－３８２－６８９６
電子メールアドレス：fmkikaku@med.kobe-u.ac.jp

令和６年１２月１３日
国立大学法人神戸大学　契約担当役　理事　森山　睦

　本件は仕様書等関係書類の交付をもって当該説明を省略する。
　仕様書等関係書類の交付を希望する者は、以下に示す受付期間内に、下記１１（５）に示す本学担当者に電子メールにて
ダウンロード用パスワードの送付の依頼をすること。その件名は「【関係書類交付希望】神戸大学楠団地他設備維持保全業
務」とし、本文に会社名、担当者氏名、電話番号を明記すること。

　落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に
１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税
及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当す
る金額を入札書に記載すること。

　免除する。ただし、落札者が契約の締結をしないときは、違約金として、落札金額の１００分の５に相当する金額を神戸
大学に支払わなければならない。

　なお、この措置を講じた場合は、国立大学法人神戸大学における物品供給等契約に係る取引停止等の取扱要項により、取
引停止措置を講じられる。

　本公告に示した競争参加に必要な資格のない者の提出した入札書、その他契約規程第８条第１項各号に掲げる入札書は無
効とする。

令和６年１２月１３日～令和７年１月６日
（ただし、土曜日、日曜日、祝日及び年末年始（令和６年１２月２９日～令和７年１月３日）を除く。）

令和元年度以降に病床数５００床以上の病院で年間を通じての設備維持保全業務の請負契約実績を３年間以上有するこ
と。ただし、機器単体のメンテナンス（毎年１回のボイラー法定点検等）のみの業務は除く。

入　　札　　公　　告

国立大学法人神戸大学（以下「神戸大学」という。）において、下記のとおり役務の提供について一般競争に付します。

記

各省各庁の競争参加資格（全省庁統一資格）において、令和７・８・９年度に近畿地域の「役務の提供等」のＡ等級に格
付けされている者であること。但し、令和７・８・９年度の競争参加資格について、提出日の時点で申請済であるが資格
審査結果通知書が未発行である場合は、令和６年度の競争参加資格の写し、及び令和７・８・９年度の資格審査申請書の
写し等令和７・８・９年度の競争参加資格の申請を行っていることが分かる書類を提出すること。

国立大学法人神戸大学契約事務取扱規程（以下「契約規程」という。）第３条及び第４条の規定に該当しない者であるこ
と。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同３条中、特別の
理由がある場合に該当する。


